
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

①全国市長会主催 第80回全国都市問題会議（平成30年10月11日・12日 新潟県長岡市開催） 
全国の市議会議員が集結する会議での今回のテーマは「市民協働による公共の拠点づくり」。専門家による基調

講演や代表市の一般報告、先進事例から、日野市に活かせる事例について検討を進めてまいります。 

②環境まちづくり委員会行政調査（平成30年11月19日・20日） 

環境まちづくり委員会行政調査において、滋賀県米原市の集合乗合タクシー「まい
ちゃん号」並びに、奈良県宇陀市のデマンド型乗合タクシ
ーの取り組みを視察してまいりました。 

今回、2つの自治体調査は、いずれも公共交通「デマンド
型タクシー」の事例です。地理的特徴も違えば、同じデマ
ンド型でもその運行形態も多様であり、それぞれの地域の
特徴やニーズに合わせた運行の努力が行われていることを
学びました。日野の実情に相応しいデマンド型交通の探求
へ、参考にしていきたいと考えています。 

 
 

みんなの想いを力に変えて確かな未来を創る！！ 
平成30年第4回日野市議会定例会が、11月29日から12月17日

まで開催されました。今議会では平成30年度日野市一般会計補正予

算（第5号）の審議を中心に活発な議論が交わされました。 

一般質問は23名の議員が行い、議員提出議案4件、請願4件の審

議も行われました。提出された議案については賛成多数で可決、4件

の請願については不採択となっております。 

以下、主な内容をご報告させて頂きます。 

Ⅱ．各種⾏政調査、研修会の参加について 
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議案名 

自由民主党 

日野 5 名 

(議長含まず) 

公明党 

5 名 

日本共産党 

日野市議団 

5 名 

無会派 

8 名 

議決 

結果 

■ 市長提出議案（24 件）以下は抜粋 

日野市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 賛成 賛成 反対 賛成 6 反対 2 可決 

日野市廃棄物の処理及び再利用の促進に関する条例の一部を改正する

条例の制定について 
賛成 賛成 反対 賛成 6 反対 2 可決 

平成３０年度日野市一般会計補正予算（第５号） 賛成 賛成 反対 賛成 可決 

■ 議員提出議案（4 件）以下は抜粋 

森林環境税の活用に関する意見書 賛成 賛成 賛成 賛成 可決 

白タク行為へのさらなる対策強化に関する意見書 賛成 賛成 賛成 賛成 可決 

■ 請願（4 件）以下は抜粋 

国民健康保険税の値上げ中止を求める請願 反対 反対 賛成 賛成 2 反対 6 不採択 

プラスチック類の分別収集の無料化を求める請願 反対 反対 賛成 賛成 2 反対 6 不採択 

 

Ⅰ．本議会で審議された議案について（抜粋） 
 

①大坪市⻑、秋山議員ととも
に全国都市問題会議へ出席し
ました。 



 

 
「用途廃止予定公営住宅、入居者の移転は進んでいるのか？」 

住宅セーフティネット相談事業の現状と課題を問う。 

今回の質問では、平成30年度からスタートした住宅確保要配慮者の方々への居住支援事業、「あんしん住まいる
日野」、住宅セーフティネット相談事業のここまでの実績、運営する中で新たに見えてきた課題について確認しま
した。以下、抜粋ではありますがご報告させて頂きます。 

●島谷ひろのり議員 
住宅セーフティーネット法に規定した住宅確保要配慮者、住宅の確保に何らかの支障があり、配慮が必要な人。

低額所得者・被災者・高齢者・障がい者・子育て世帯・外国人などと規定されているが、現時点での窓口相談件数
と契約まで完了できた実績について、またそれを踏まえた「日野市住宅支援協議会」内で出ている今後の課題や検
討状況について伺う。 

 

◆日野市 
日野市では、民間賃貸住宅の入居に関してお困りの方々である住宅確保要配慮者が円滑に入居し、入居後も安

定した暮らしを営めるように、平成２９年３月に日野市居住支援協議会を設立。本協議会で、民間賃貸住宅の家
主、不動産事業者の方々が、住宅確保要配慮者の入居を拒まず、安心して貸してもらえるような体制づくりなど
の検討を進め、平成30年6月から、あんしん住まいる日野を開設した。 

相談件数と対応については、6月から10月末まで5ヶ月間での、相談回数は38回、相談者としては36組。 
相談者の傾向としましては、高齢者の方が7割を超える割合で圧倒的に多い状況となっており、次いで低額所得
者、障がい者、生活保護受給者の相談が多い。民間賃貸住宅の入居に至った方は6件、約16％となっている。 

●島谷ひろのり議員 
『あんしん住まいる日野』事業について、まだまだこの居住支援事業が知られていない。周知については、日野

市内で事業を行う「福祉関連」や「地域で見守りを行う団体」。「各種障がい者団体」はもちろん、外国人と接点の
多い「国際交流協会」。また「社会的養護」を担う団体など幅広い視点で改善を図っていただきたい。 

また、児童養護施設や自立援助ホーム出身の「未成年を含めた頑張っている若者」の賃貸契約についても、日野
市としてこの居住支援事業を進める上での支援が必要な対象者であることを改めてご認識いただき、しっかりと守
っていく体制も構築するよう要望する。 

住宅セーフティネット相談事業は、対象者の範囲が広く様々な角度から解決に導くためのアプローチを検討しな
ければならない。 

日野市居住支援協議会の体制も福祉関係や不動産関係団体だけでなく、法律の専門家、遺品整理業などなど各種
課題の解決手法を検討し導き出せる分野の方々で集まり話し合えるプラットフォームが必要であると考えるが、市
の見解を伺いたい 

 

◆日野市 
日野市の居住支援協議会においては、今後、協議会で挙がった課題等の解決に向けて、他市の事例等の研究も

進め、相談者の入居支援が進むよう、民間事業者との連携にも取り組んでまいりたいと考えている。福岡市では、
プラットフォームを設け、遺品整理業者や弁護士等の法律の専門家などの多種多様な分野の方々が話し合える場
をもうけ、居住支援協議会と連携している。 

日野市としても、相談者への入居支援が進むような居住支援体制のあり方や、必要に応じた居住支援協議会の
構成団体の拡充について検討する。 

Ⅲ．島⾕ひろのり⼀般質問（概要） 
 


